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(省庁名：国土交通省）
（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考

機械警備業務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
大阪国道事務所
瀬本浩史
大阪市城東区今
福西2-12-35

平成24年4月1日
セコム（株）
東京都渋谷区
神宮町1-5-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

399,000 399,000 100.0% － b.

5年間の契約を前提とし
た競争契約により左記
業者と契約締結してい
るため

平成26年度

単価
契約
予定
調達
総額
4,788,
000

国土交通本省暗号化
ソフトウェア賃貸借及
び保守

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
重田雅史
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月2日

富士通株式会
社
東京都港区東
新橋1-5-2
東京センチュ
リーリース株式
会社
東京都港区浜
松町2-4-1

会計法第29条の3第
4項

8,176,518 8,176,518 100.0% － b.

当該契約については、
競争入札（国庫債務負
担行為による複数年契
約）に移行することとし
たものの、経費の効率
的な執行の観点から再
リースを行っていること
から、契約更改時期を
待たざるを得なかった
ため。なお、契約更改
時期については、国土
交通本省行政情報ネッ
トワークシステムの更
改と一括して実施する

平成26年度

運送事業者監査総合
情報システム用個別
業務サーバ賃貸借

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
重田雅史
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月2日

①株式会社エ
ヌ・ティ・ティ・
データ
東京都江東区
豊洲3-3-3
②東京セン
チュリーリース
株式会社
東京都港区浜
松町2-4-1

会計法第29条の3第
4項

6,269,256 6,269,256 100.0% - d.

当該契約については、
経費の効率的な執行の
観点から再リースを行
う必要があり、今後も一
定期間のメーカーサ
ポートの継続が可能で
あるため。

平成24年度

【様式１】
平成２５年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの

移行困難な事由
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

海技システムの賃貸
借等

支出負担行為担
当官
国土交通省大臣
官房会計課長
重田雅史
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月2日

①富士通株式
会社
東京都港区東
新橋1-5-2
②東京セン
チュリーリース
株式会社
東京都港区浜
松町2-4-1

会計法第29条の3第
4項

3,695,941 3,695,941 100.0% - d.

当該契約については、
経費の効率的な執行の
観点から再リースを行
う必要があり、今後も一
定期間のメーカーサ
ポートの継続が可能で
あるため。

平成24年度

電子複写機3台の賃
貸借（保守等を含む）

支出負担行為担
当官
国土地理院長
岡本博
茨城県つくば市
北郷1番

平成24年4月2日

コニカミノルタ
ビジネスソ
リューションズ
（株）
東京都中央区
日本橋本町1-
5-4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第4号（ロ）

4,016,028 3,017,004 75.1% － d.

ＭＰＳによる複写機等
の見直しが平成25年度
に予定されており、平
成24年度は現在使用し
ている機器を引き続き
賃貸借契約することに
より、時価に比べ著しく
有利な価格で行えるた

平成25年度

電子複写機4台の賃
貸借（保守等を含む）

支出負担行為担
当官
国土地理院長
岡本博
茨城県つくば市
北郷1番

平成24年4月2日

富士ゼロックス
（株）茨城営業
所
茨城県水戸市
城南2丁目1番
20号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第4号（ロ）

7,476,876 7,476,876 100.0% － d.

ＭＰＳによる複写機等
の見直しが平成25年度
に予定されており、平
成24年度は現在使用し
ている機器を引き続き
賃貸借契約することに
より、時価に比べ著しく
有利な価格で行えるた

平成25年度

電子複写機6台の賃
貸借（保守等を含む）

支出負担行為担
当官
国土地理院長
岡本博
茨城県つくば市
北郷1番

平成24年4月2日

リコージャパン
（株）関東営業
本部茨城支社
公共文教営業
部
茨城県つくば
市春日2-26-3

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第4号（ロ）

6,136,524 6,136,524 100.0% － d.

ＭＰＳによる複写機等
の見直しが平成25年度
に予定されており、平
成24年度は現在使用し
ている機器を引き続き
賃貸借契約することに
より、時価に比べ著しく
有利な価格で行えるた

平成25年度

電子複写機7台の賃
貸借（保守等を含む）

支出負担行為担
当官
国土地理院長
岡本博
茨城県つくば市
北郷1番

平成24年4月2日

キヤノンマーケ
ティングジャパ
ン（株）
さいたま市大
宮区桜木町1-
10-17

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第4号（ロ）

2,576,328 2,576,316 100.0% － d.

ＭＰＳによる複写機等
の見直しが平成25年度
に予定されており、平
成24年度は現在使用し
ている機器を引き続き
賃貸借契約することに
より、時価に比べ著しく
有利な価格で行えるた

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

事業系サーバ賃貸借
及び保守（12－02）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月2日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎三丁目6
番6号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 7,446,600 － － a.

複数年度の賃貸借を前
提としたリース契約であ
り、リース期間が完了し
ていないため。

平成27年度

模写電送装置賃貸借
及び保守（08－12）再
リース

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月2日

仙台トーホー
事務機（株）
宮城県仙台市
泉区南光台2-
15-32

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 131,670 － － a.

当該業者は本機器に
対して機能を熟知し、ア
フターサービス体制が
確立され、故障時の迅
速な対応が可能である
ため。

平成25年度

電子複写機賃貸借及
び保守（09－03）再
リース

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月2日

（株）文盛堂
宮城県仙台市
青葉区一番町
一丁目5番8号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 138,611 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成24年度

電子複写機賃貸借及
び保守

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
青森河川国道事
務所長
盛谷明弘
青森県青森市中
央三丁目20番38
号

平成24年4月2日

リコージャパン
（株）東北営業
本部青森支社
LA営業部
青森市第二問
屋町3丁目5番
37号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 2,566,840 － － b.

複数年度の賃貸借を前
提としたリース契約であ
り、リース期間が完了し
ていないため。

平成24年度

電子複写等複合機賃
貸借及び保守（09－
02）再々リース

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
湯沢河川国道事
務所長
平野令緒
秋田県湯沢市関
口字上寺沢64-2

平成24年4月2日
（株）渡敬
秋田県横手市
卸町2-2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 2,504,502 － － b.
リース期間更新時期で
ある平成25年度以降見
直し予定であるため。

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

電子複写機の賃貸借
及び保守契約（Ｈ20
－09）再リース

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
胆沢ダム工事事
務所長
松井幸一
岩手県奥州市胆
沢区若柳字下松
原77

平成24年4月2日

富士ゼロックス
岩手（株）営業
本部
盛岡市中央通
一丁目7番25
号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 1,021,230 － － d.

契約の相手方は、当複
写機保守に精通してい
る専門技術者を有して
おり、経済合理性にお
いても優れるため。

平成25年度

新町排水樋管仮設鋼
矢板賃貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年4月2日

丸藤シートパイ
ル（株）
宮城県仙台市
青葉区二日町
12-30

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

4,365,900 4,356,450 99.8% － d.

工事に要する期間中の
継続した鋼矢板の設置
が必要であるため、経
済合理性に優る当該業
者と継続した賃貸借契
約を締結するもの

平成25年度

模写電送装置賃貸借
及び保守（09－10）

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
玉川ダム管理所
長
柴田富士男
秋田県仙北市田
沢湖玉川字下水
無92

平成24年4月2日
（株）荏渡敬
秋田県横手市
卸町2番2号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,226,400 1,226,400 100.0% － d.

再リース契約を行うこと
により、新規契約した場
合と比較しても賃貸借
料の軽減を図ることが
出来るため。

平成25年度

仮設受変電設備賃貸
借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
東北技術事務所
長
赤川正一
多賀城市桜木3-
6-1

平成24年4月2日
（株）ユアテック
仙台市宮城野
区榴岡4-1-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

5,530,297 5,523,000 99.9% － d.

本賃貸借は、東北地方
太平洋沖地震により津
波により被災し、使用
不能となった電源設備
の仮復旧工事で仮設し
た受変電設備の賃貸
借を行うものである。本
設備は上記仮復旧工
事において契約の相手
方が設置したものであ
り、平成24年度末に予
定されている本復旧完
了までの間、引き続き
賃貸借をする必要があ
るため、経済合理性に
優る当該業者と継続し

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ガソリン外購入単価
契約（盛岡地区）

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田四丁目2-2

平成24年4月2日

岩手県石油商
業協同組合
岩手県盛岡市
清水町14-12

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

4,433,733 4,432,113 100.0% － e.

同組合には、盛岡地区
において60ヶ所の給油
所が加入し、24時間営
業の所も数カ所あり、
緊急時の迅速な対応が
可能であるため。

平成25年度
単価
契約

ガソリン外購入単価
契約

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
仙台河川国道事
務所長
桜田昌之
仙台市太白区郡
山五丁目6番6号

平成24年4月2日

宮城県石油商
業協同組合
仙台市青葉区
二日町12-6

会計法第29条の3第
5項及び予決令第99
条第18号

8,340,941 8,319,806 99.7% － e.

県内唯一の石油販売
業者をもって構成して
いる事業協同組合であ
るため

平成25年度
単価
契約

ガソリン外単価契約

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
最上川ダム統合
管理事務所長
山科勝嗣
山形県西村山郡
西川町大字砂子
関158

平成24年4月2日

山形県石油協
同組合
山形県山形市
北町二丁目5-
26

会計法第29条の3第
5項及び予決令第99
条第18号

4,314,283 4,301,893 99.7% － e.

当該事務所管内の山
形県西川町・寒河江
市・飯豊町・長井市等
に給油できることが必
須条件であり、山形県
石油協同組合は、山形
県内において石油製品
全般の販売を行う唯一
の官公需適格組合であ
り、当該市町村にて責
任を持って履行できる
体制が整備されている
者は、当該組合以外な

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度庁舎安全
管理業務

分任支出負担行
為担当官
関東地方整備局
東京国道事務所
長
渡辺学
東京都千代田区
九段南1-2-1九
段第三合同庁舎

平成24年4月2日

セコム（株）
東京都渋谷区
神宮前1丁目5
番1号

会計法第29条の3第4
項予算決算及び会計
令第102条の4第3号
平成20年度庁舎安全
管理業務の一般競争
入札では、履行期間に
ついて、「平成20年4月
1日から平成21年3月
31日まで（ただし、分任
支出負担行為担当官
は、当該契約終了後
予算の範囲内で平成
25年3月31日（60ヶ月）
まで当該庁舎安全管
理業務を更新すること
があり得る。）」と付し
て公募したものであ
る。セコム株式会社
は、平成20年度に一般
競争入札により本業務
を履行しており、また、
各種警報機を設置して
いる。これを1年で交換
することは取付工事等
の費用がかかる為 既

－ 2,217,600 － － a.

平成20年度に一般競
争入札による契約を行
い、その際、複数年の
継続契約（5年間）を明
記して発注を行ったも
のであるため。

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度電子納品
保管管理システム
サーバ保守賃貸借

支出負担行為担
当官
関東地方整備局
長
下保修
埼玉県さいたま
市中央区新都心
2番地1

平成24年4月2日

東芝ソリュー
ション（株）
東京都港区芝
浦1-1-1

会計法第29条の3第
4項予算決算及び会
計令第102条の4第3
号
本業務は、現在関東
地方整備局におい
て使用している、電
子納品保管管理シ
ステムの継続的な
使用のため、「電子
納品保管管理シス
テムサーバ」の保守
賃貸借を行うもので
ある。既存サーバの
導入に関しては、平
成23年8月4日に一
般競争により、東芝
ソリューション（株）と
賃貸借契約を締結し
たものであり、本製
品の賃貸借等を行
えるのは上記業者
以外にはいない。以
上の理由から、上記

－ 7,504,560 － － a.

システムの継続的な使
用のため、使用製品の
賃貸借等を行えるのは
本相手方以外にいな
い。

平成28年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

Ｈ24川中島地下道他
監視業務

分任支出負担行
為担当官
関東地方整備局
長野国道事務所
長
柳谷哲
長野県長野市鶴
賀字中堰145

平成24年4月2日

セコム上信越
（株）
新潟県新潟市
中央区新光町
1番地10

会計法第29条の3第
4項予算決算及び会
計令第102条の4第3
号
本業務は、一般国道
19号長野南バイパ
スにある川中島地下
道他4箇所の地下道
の監視を行うもので
ある。
本業務の履行にあ
たっては、監視箇所
に請負者の警報機
器等を設置して行う
ものであるが、一般
競争入札による「Ｈ
20川中島地下道他
監視業務（平成20年
12月15日契約締
結）」において平成
26年3月31日まで契
約更新を予定する
条件を付して契約を
締結しており、平成
24年度業務におい
ても平成20年度と同
様な業務内容及び
監視機器であること

－ 1,050,210 － － b.

複数年にわたり毎年度
締結することとしていた
契約であり、当該期間
が終了する平成26年3
月31日までは、契約業
者が1社に限定されてし
まうため。

平成26年度

太平寺及び武蔵ヶ辻
横断地下道機器警備
業務委託

分任支出負担行
為担当官
北陸地方整備局
金沢河川国道事
務所長
有野充朗
金沢市西念4-
23-5

平成24年4月2日

セコム北陸株
式会社
石川県金沢市
香林坊2-4-30
香林坊ラモー
ダ

会計法第29条の3第
4項

1,811,124 1,811,124 100.0% － b.

平成21年度からリース
契約については国庫債
務負担行為を活用し、
一般競争入札により落
札決定した契約相手と
複数年契約を締結して
いるが、契約時点では
当該予算が確保され
ず、初年度は一般競争
入札としたものの次年
度以降はリース期間満
了するまでの間、随意
契約によらざるを得な

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度大型電子
複写機賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方鴟尾局
静岡国道事務所
長
西村徹
静岡市葵区南安
倍2-8-1

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

1,877,400 1,877,400 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成25年度

平成24年度大型電子
複写機賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
名古屋国道事務
所長
岩崎信義
名古屋市瑞穂区
鍵田町2-30

平成24年4月2日

三重銀総合
リース（株）
四日市市幸町
2-4

会計法第29条の3第
4項

2,706,480 2,706,480 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成25年度

平成24年度設楽ダム
行政情報サーバ機器
等賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
設楽ダム工事事
務所長
舟橋弥生
新城市杉山字大
東57

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

2,173,500 2,173,500 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成24年度

平成24年度三峰川総
合情報システム機器
賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
三峰川総合開発
工事事務所長
鈴木昭二
伊那市長谷溝口
1527

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

5,859,000 5,859,000 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成24年度

平成24年度大型電子
複写機賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
紀勢国道事務所
長
松居茂久
松阪市鎌田町
144-6

平成24年4月2日

三重銀総合
リース（株）
四日市市幸町
2-4

会計法第29条の3第
4項

2,695,140 2,695,140 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度大型電子
複写機賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
北勢国道事務所
長
濱地仁
四日市市南富田
町4-6

平成24年4月2日

三重銀総合
リース（株）
四日市市幸町
2-4

会計法第29条の3第
4項

2,712,780 2,712,780 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成25年度

機械警備業務

分任支出負担行
為担当官
琵琶湖河川事務
所長
竹田正彦
滋賀県大津市黒
津4-5-1

平成24年4月2日
セコム（株）
東京都渋谷区
神宮前1-5-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

492,410 492,410 100.0% － b.
複数年にわたる契約で
あり、今年度中に国債
契約移行予定

平成24年度

単価
契約
予定
調達
総額
4,431,
690

電子複写機賃貸借及
び保守等

分任支出負担行
為担当官
琵琶湖河川事務
所長
竹田正彦
滋賀県大津市黒
津4-5-1

平成24年4月2日

コニカミノルタ
ビジネスソ
リューションズ
（株）
京都市伏見区
中島北ノ口町2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

343,596 343,596 100.0% － b.
複数年にわたる契約で
あり、来年度中に国債
契約移行予定

平成25年度

単価
契約
予定
調達
総額
4,123,
152

機械警備業務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
京都国道事務所
長
濱田禎
京都市下京区西
洞院通塩小路下
る南不動堂町

平成24年4月2日

セコム株式会
社
東京都渋谷区
神宮前一丁目
5番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

108,150 108,150 100.0% － b.

平成21年度一般競争
において調達する時に
「平成26年3月31日まで
継続履行する。」ことを
条件にしていることか
ら、平成25年度も引き
続き契約を行う。

平成26年度

単価
契約
予定
調達
総額
1,297,
800

パソコン賃貸借その1

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
奈良国道事務所
長
清水将之
奈良国道事務所
奈良市大宮町3-
5-11

平成24年4月2日

東京センチュ
リーリース（株）
大阪情報機器
営業部
大阪市中央区
本町3-5-7

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

107,704 107,704 100.0% － b.

4年間のリース契約を
前提とした競争契約に
より上記業者と契約を
締結しているため

平成25年度

単価
契約
予定
調達
総額
1,292,
448
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

名張砂防出張所他機
械警備業務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
木津川河川事務
所長
寺井喜之
三重県名張市木
屋町812-1

平成24年4月2日

セコム三重
（株）
三重県津市寿
町14-15

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

88,200 88,200 100.0% － b.

平成21年度において
「平成26年3月31日まで
継続履行」を条件に一
般競争により調達した
ため。

平成26年度

単価
契約
予定
調達
総額
1,058,
400

平成24年度人事管理
システム周辺機器賃
貸借（4月～12月）

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
長
上総周平
大阪市中央区大
手前1-5-44

平成24年4月2日

（株）堀通信
京都府福知山
市字天田391
番地の乙

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

102,774 102,774 100.0% 2 d.

当初に複数年の賃貸
借期間を設定した一般
競争によるリース契約
を実施しており、次期調
達までの間、経済合理
性に優る再リースを
行っているもの。

平成24年度

単価
契約
予定
調達
総額
924,9
66

尾原ダム放流制御施
設維持管理業務

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
出雲河川事務所
長
舘健一郎
出雲市塩冶有原
町5丁目1番地

平成24年4月2日

（株）東芝
東京都港区芝
浦一丁目1番1
号

会計法第29条の3第
4項

1,995,000 1,995,000 100.0% － a.

本業務は、平成20年度
に3ヶ年国債の「施工・
維持管理一体発注」方
式で契約した「平成20
年度尾原ダム放流制御
設備工事」で施工した
設備の定期点検（維持
管理）を行い、設備の
良好な維持管理を図る
ものである。
当該工事においては、
維持管理まで含めた
トータルコストの縮減・
品質の向上を行う為、
施工と維持管理を一体
で発注することとし、入
札公告時に技術提案と
して工事目的物引渡し
後5年間の維持管理の
低減に関する提案を受
け付け、提案の内容に
よって当該工事施工業
者と維持管理業務を随

平成28年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

八田原ダム放流制御
設備維持管理業務

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
八田原ダム管理
所長
横部幸裕
広島県世羅郡世
羅町大字小谷字
苦谷山1100-1

平成24年4月2日
日本無線（株）
東京都三鷹市
連雀5-1-1

会計法第29条の3第
4項

2,856,000 2,856,000 100.0% － a.

当該契約は5年間の維
持管理を前提に契約を
行っている。前提である
期間の満了を待たざる
を得ないため

平成26年度

出張所セキュリティー

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
出雲河川事務所
長
舘健一郎
出雲市塩冶有原
町5丁目1番地

平成24年4月2日

セコム山陰
（株）
島根県松江市
北陵町34

会計法第29条の3第
4項

2,639,070 2,639,070 100.0% － b.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間満了を待たざるを得
ないため

平成25年度
単価
契約

出雲河川事務所セ
キュリティー

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
出雲河川事務所
長
舘健一郎
出雲市塩冶有原
町5丁目1番地

平成24年4月2日

セコム山陰
（株）
島根県松江市
北陵町34

会計法第29条の3第
4項

1,649,340 1,649,340 100.0% － b.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間満了を待たざるを得
ないため

平成26年度
単価
契約

庁舎外機械警備業務

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
松江国道事務所
長
清水純
松江市西津田2-
6-28

平成24年4月2日

セコム山陰
（株）
島根県松江市
北陵町34

会計法第29条の3第
4項

3,357,900 3,357,900 100.0% － b.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間満了を待たざるを得
ないため

平成26年度
単価
契約

芦田川出張所外警備
業務

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
福山河川国道事
務所長
藤原武夫
福山市三吉町4-
4-13

平成24年4月2日
セコム（株）
東京都渋谷区
神宮前1-5-1

会計法第29条の3第
4項

4,214,700 4,214,700 100.0% － b.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間満了を待たざるを得
ないため

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

資料公開サーバ賃貸
借（保守等含む）

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

1,113,420 1,113,420 100.0% － b.

複数年度を前提とし
て、初年度に一般競争
により契約を行ったも
のの次年度以降に係る
契約であるため。

平成24年度

平成24年度ネットワー
ク機器賃貸借

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

富士通リース
（株）
東京都千代田
区神田練塀町
3富士ソフトビ
ル

会計法第29条の3第
4項

11,227,593 11,227,593 100.0% － b.

複数年度を前提とし
て、初年度に一般競争
により契約を行ったも
のの次年度以降に係る
契約であるため。

平成24年度

平成24年度大渡ダム
サーバ賃貸借

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
大渡ダム管理所
長
赤松薫
高知県吾川郡仁
淀川町高瀬3815

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

955,500 955,500 100.0% － b.

複数年度を前提とし
て、初年度に一般競争
により契約を行ったも
のの次年度以降に係る
契約であるため。

平成24年度

平成24年度気象情報
提供関連機器賃貸借
（保守等含む）

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎3-6-6

会計法第29条の3第
4項

3,179,274 3,179,274 100.0% － d.

平成24年度に次期シス
テムへ移行予定。機器
の損傷やスペックの陳
腐化も見られないた
め、経済合理性に優る
再リースを行っていたも
の。

平成24年度

平成24年度道路情報
提供サーバ賃貸借
（保守等含む）

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

16,924,861 16,924,861 100.0% － d.

平成24年度に次期シス
テムへ移行予定。機器
の損傷やスペックの陳
腐化も見られないた
め、経済合理性に優る
再リースを行っていたも
の。

平成24年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

建政部外電子複写機
賃貸借及び保守

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

リコージャパン
（株）関西営業
本部四国支社
香川営業部
高松市東ハゼ
町9-7

会計法第29条の3第
4項

1,079,715 1,034,541 95.8% － d.

平成24年11月よりMPS
による機器更新を予
定。機器の損傷やス
ペックの陳腐化も見ら
れないため、経済合理
性に優る再リースを
行っていたもの。

平成24年度

契約課外電子複写機
賃貸借及び保守

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

富士ゼロックス
四国（株）
高松市磨屋町
8-1

会計法第29条の3第
4項

10,997,070 10,696,087 97.3% － d.

平成24年11月よりMPS
による機器更新を予
定。機器の損傷やス
ペックの陳腐化も見ら
れないため、経済合理
性に優る再リースを
行っていたもの。

平成24年度

平成24年度サーバ賃
貸借

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
長
川﨑正彦
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

5,805,639 5,805,639 100.0% － d.

次期システムへの移行
期時期が未定であり、
サーバ仕様も決まって
いない。機器の損傷や
スペックの陳腐化は見
られないため、経済合
理性に優る再リースを
行っているもの。

平成25年度

平成24年度図面管理
システム関連機器賃
貸借

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
徳島河川国道事
務所長
小林稔
徳島県徳島市上
吉野町3丁目35

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）高松支店
高松市中央町
5-31

会計法第29条の3第
4項

974,106 974,106 100.0% － d.

当初に複数年の賃貸
借期間を設定した一般
競争によるリース契約
を実施しており、機器の
損傷やスペックの陳腐
化もないため、経済合
理性に優る再リースを
行っているもの。

平成26年度

平成24年度図面管理
システム関連装置賃
貸借

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
大洲河川国道事
務所長
清家基哉
愛媛県大洲市中
村210

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

936,936 936,936 100.0% － d.

一般競争により平成17
年3月に新規導入した
ものであり、機器の損
傷やスペックの陳腐化
もないため、経済合理
性に優る再リースを
行っているもの。

平成26年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度図面管理
システム関連機器の
賃貸借

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
中村河川国道事
務所長
岡村環
高知県四万十市
右山2033-14

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

862,810 862,800 100.0% － d.

一般競争により平成17
年3月に新規導入した
ものであり、機器の損
傷やスペックの陳腐化
もないため、経済合理
性に優る再リースを
行っているもの。

平成26年度

平成24年度サーバ機
器賃貸借

分任支出負担行
為担当官
四国地方整備局
四国技術事務所
長
五藤隆彦
香川県高松市牟
礼町牟礼1545

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

1,545,805 1,545,805 100.0% － d.

複数年の賃貸借期間を
設定したリース契約で
あり、機器の損傷やス
ペックの陳腐化もない
ため、経済合理性に優
る再リースを行っている
もの。

平成25年度

ガソリン単価契約(そ
の1)

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
福岡国道事務所
長
富山英範
福岡県福岡市東
区名島3丁目24-
10

平成24年4月2日

福岡県石油協
同組合
福岡県福岡市
博多区下呉服
町1-15

会計法第29条の3第
5項及び予決令第99
条18号並びに同令
第102条の4第7号

1,142,820 1,142,820 100.0% － e.

本件を契約するにあ
たっては、「官公需につ
いての中小企業者の受
注の確保に関する法律
(昭和47年6月30日法律
第97号)」第3条により、
組合を国等の契約の相
手方として活用するよう
に配慮しなければなら
ないとされており、また
「中小企業者に関する
国等の契約方針」1(8)
官公需適格組合等の
活用(ア)により、国等
は、中小企業庁が証明
した官公需適格組合を
始めとする事業共同組
合等の受注機会の増
大を図るものとするとの
方針が閣議決定されて
いる。これにより官公需
適格組合としての認証
を受けている福岡県石
油協同組合と随意契約

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ガソリン外単価契約
(上半期)

分任支出負担行
為担当官
九州地方整備局
武雄河川事務所
長
村瀬勝彦
佐賀県武雄市武
雄町大字昭和

平成24年4月2日

佐賀県石油協
同組合
佐賀市川原町
8-27

会計法第29条の3第
5項及び予決令第99
条18号並びに同令
第102条の4第7号

1,836,744 1,836,712 100.0% － e.

「官公需についての中
小企業者との受注の確
保に関する法律」に定
めるところにより、官公
需適格組合としての認
定を受けている者と契
約を締結するもの。

平成25年度
単価
契約

庁舎等警備

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
神戸港湾事務所
長
中島靖
神戸市中央区小
野浜町7番30号

平成24年4月2日

綜合警備保障
（株）神戸支社
神戸市中央区
磯上通4丁目1
番44号

会計法第29条の3第
4項

2,289,000 2,167,200 94.7% － b.

当該契約は、複数年度
を前提に、初年度にお
いて競争契約を行って
いる。前提である契約
期間終了を待たざるを
得ないたため。

平成25年度

交通量常時観測シス
テム機器一式借入及
び保守

支出負担行為担
当官
小樽開発建設部
長
山口登美男
小樽市潮見台1
丁目15番5号

平成24年4月2日

ＮＴＴファイナン
ス（株）
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

1,057,140 1,057,140 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

気象情報受配信装置
一式の借入及び保守

支出負担行為担
当官
小樽開発建設部
長
山口登美男
小樽市潮見台1
丁目15番5号

平成24年4月2日

三井住友トラス
ト・パナソニック
ファイナンス
（株）
東京都千代田
区丸の内1-6-
1

会計法第29条の3第
4項

2,146,536 2,146,536 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

洪水予測システム外
借入及び保守一式

支出負担行為担
当官
旭川開発建設部
長
鎌田照章
旭川市宮前通東
4155番31

平成24年4月2日

（株）岩崎旭川
支店
北海道旭川市
流通団地2条5
丁目36番地

会計法第29条の3第
4項

13,842,593 13,842,593 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

交通量観測システム
機器一式借入及び保
守

支出負担行為担
当官
旭川開発建設部
長
鎌田照章
旭川市宮前通東
4155番31

平成24年4月2日

ＮＴＴファイナン
ス（株）北海道
支店
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

990,360 990,360 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

交通量観測システム
機器一式借入及び保
守

支出負担行為担
当官
釧路開発建設部
長
岡部和憲
釧路市幸町10丁
目3番地

平成24年4月2日

日本データー
サービス（株）
北海道札幌市
東区十六条東
19-1-1

会計法第29条の3第
4項

934,920 934,920 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

気象情報受配信装置
外一式借入れ

支出負担行為担
当官
釧路開発建設部
長
岡部和憲
釧路市幸町10丁
目3番地

平成24年4月2日

住信・パナソ
ニックフィナン
シャルサービ
ス（株）
大阪府大阪市
北区堂島1-5-
30

会計法第29条の3第
4項

2,279,340 2,279,340 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

農業積算システム用
サーバの賃貸借及び
保守

支出負担行為担
当官
釧路開発建設部
長
岡部和憲
釧路市幸町10丁
目3番地

平成24年4月2日

（株）ＨＢＡ
北海道札幌市
中央区北四条
西7-1-8

会計法第29条の3第
4項

1,216,656 1,216,656 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

用地管理システム用
サーバ一式の借入及
び保守

支出負担行為担
当官
釧路開発建設部
長
岡部和憲
釧路市幸町10丁
目3番地

平成24年4月2日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎3-6-6

会計法第29条の3第
4項

889,560 889,560 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

農業農村整備事業工
事費積算システム用
サーバ一式の借入及
び保守

支出負担行為担
当官代理
室蘭開発建設部
次長
藤田望
室蘭市入江町1-
14

平成24年4月2日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎3-6-6

会計法第29条の3第
4項

917,280 917,280 100.0% － b.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

農業積算システム用
サーバ一式の借入及
び保守

支出負担行為担
当官
留萌開発建設部
長
吉井厚志
留萌市寿町1丁
目68

平成24年4月2日

（株）岩崎
北海道札幌市
中央区北四条
東2-1

会計法第29条の3第
4項

995,400 995,400 100.0% － b.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

洪水予測システム端
末装置及び水文水質
データベース管理用
端末一式借入及び保
守

支出負担行為担
当官
留萌開発建設部
長
吉井厚志
留萌市寿町1丁
目68

平成24年4月2日

（株）岩崎
北海道札幌市
中央区北四条
東2-1

会計法第29条の3第
4項

3,803,304 3,803,304 100.0% － b.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

定期刊行物「積算資
料」外5点購入

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
札幌市中央区北
2条西19丁目

平成24年4月2日

(一財)経済調
査会
東京都中央区
銀座5-13-16

会計法第29条の3第
4項

1,632,680 1,632,680 100.0% - d.

（一財）経済調査会との
年間契約により、割引
価格が適用され、時価
に比べて著しく有利な
価格で契約できるた
め。

平成25年度
単価
契約

気象情報伝送処理シ
ステム借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 348,022,980 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

気象情報伝送処理シ
ステムの借用（リー
ス）及び保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 172,872,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成26年度



19/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

気象レーダー観測処
理システムの借用
（リース）及び保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

三菱電機クレ
ジット（株）
東京都品川区
西五反田1-3-
8

会計法第29条の3第
4項

－ 131,670,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成25年度

防災気象情報提供シ
ステム等保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）日立製作
所
東京都江東区
新砂1-6-27

会計法第29条の3第
4項

－ 76,448,719 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度

気象情報配信サービ
スの提供

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

ソフトバンク・テ
レコム（株）
東京都港区東
新橋1-9-1

会計法第29条の3第
4項

－ 75,307,152 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

防災情報提供接続装
置借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 47,592,578 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度



20/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

気象レーダー観測処
理システム（レーダー
観測所処理装置及び
監視端末分）借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

東京センチュ
リーリース（株）
東京都港区浜
松町2-4-1

会計法第29条の3第
4項

－ 44,793,876 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

防災気象情報提供シ
ステム増強及び機能
追加借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

－ 36,382,500 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度

地域地震情報セン
ターデータ処理システ
ムの保守及び運用支
援等

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
日本電気（株）
東京都港区芝
5-7-1

会計法第29条の3第
4項

－ 35,792,983 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成27年度

気象情報伝送処理シ
ステム基本業務サー
バ機能強化ソフトウェ
ア等保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
富士通（株）
東京都港区東
新橋1-5-2

会計法第29条の3第
4項

－ 30,553,236 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



21/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

地域気象観測システ
ム（センターシステム）
のハードウェア等の
借用（リース）及び保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 25,174,800 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成26年度

地域気象観測システ
ム（通信処理装置）の
借用（リース）及び保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

三井住友トラス
ト・パナソニック
ファイナンス
（株）
東京都千代田
区丸の内1-6-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 24,981,516 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成25年度

気象情報伝送処理シ
ステム・クライアントＰ
Ｃ等の借用（リース）
及び保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 22,889,220 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成26年度

気象情報伝送処理シ
ステム・ネットワーク
機器の借用（リース）
及び保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シスコシステム
ズキャピタル
（株）
東京都港区赤
坂9-7-1

会計法第29条の3第
4項

－ 20,251,164 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成26年度



22/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

統合洪水予報システ
ム保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（一財）日本気
象協会
東京都豊島区
東池袋3-1-1

会計法第29条の3第
4項

－ 19,785,150 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度

潮位データ総合処理
装置保守及び運用支
援

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
富士通（株）
東京都港区東
新橋1-5-2

会計法第29条の3第
4項

－ 19,026,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

気象情報伝送処理シ
ステム・ネットワーク
機器借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

芙蓉総合リー
ス（株）
東京都千代田
区三崎町3-3-
23

会計法第29条の3第
4項

－ 18,822,552 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

異常気象解析装置借
用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

NTTファイナン
ス（株）
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

－ 16,553,310 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度



23/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

高潮等総合防災情報
システムの借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

東京センチュ
リーリース（株）
東京都港区浜
松町2-4-1

会計法第29条の3第
4項

－ 15,117,732 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成27年度

大気環境観測システ
ムの借用（リース）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）関電Ｌ＆Ａ
大阪府大阪市
西区新町1-3-
12

会計法第29条の3第
4項

－ 12,591,936 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了後、競争性
のある契約に移行する

平成27年度

航空路火山灰情報提
供装置保守及びソフト
ウェアサポート

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（一財）日本気
象協会
東京都豊島区
東池袋3-1-1

会計法第29条の3第
4項

－ 11,760,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

異常気象解析装置の
保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

キヤノンマーケ
ティングジャパ
ン（株）
東京都港区港
南1-9-1

会計法第29条の3第
4項

－ 11,334,382 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度



24/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

防災気象情報提供シ
ステム機能強化・借
用（リース）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

－ 10,498,320 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、国庫債務負
担行為による複数年度
契約を行い、当該契約
終了後は毎年度随意
契約を行っているもの
である。予定した調達
期間の終了をもって、
調達を終了する予定で

平成25年度

集合型ＧＰＳ高層気象
観測システム借用（八
丈島）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

ＮＥＣキャピタ
ルソリュウショ
ン（株）
東京都港区芝
5-29-11

会計法第29条の3第
4項

－ 9,799,020 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成30年度

航空気象観測情報提
供サービス

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

ＧＭＯクラウド
（株）
東京都渋谷区
桜丘26-1

会計法第29条の3第
4項

－ 8,820,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

電子複合機保守（平
成21年度整備分）（リ
コー）（単価契約）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）リコー
東京都大田区
中馬込1-3-6

会計法第29条の3第
4項

8,735,202 8,735,202 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約



25/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

電子複合機保守（平
成22年度整備分）（リ
コー）（単価契約）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）リコー
東京都大田区
中馬込1-3-6

会計法第29条の3第
4項

8,713,832 8,713,832 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約

気象庁光ファイバネッ
トワーク基盤運用支
援及び保守作業

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
日本電気（株）
東京都港区芝
5-7-1

会計法第29条の3第
4項

－ 8,683,500 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成28年度

群列地震観測装置保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
富士通（株）
東京都港区東
新橋1-5-2

会計法第29条の3第
4項

－ 8,571,150 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

気象情報伝送処理シ
ステム・航空クライア
ントＰＣ保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）トーコン・
フィールドサー
ビス
東京都文京区
本郷1-18-6

会計法第29条の3第
4項

－ 7,576,027 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



26/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

地域気象観測システ
ム（通信ネットワーク）
借用（リース）及び保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

ＫＤＤＩ（株）
東京都千代田
区飯田橋3-
10-10

会計法第29条の3第
4項

－ 4,780,515 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

気象レーダー観測処
理システム増設ノード
等保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
日本無線（株）
東京都杉並区
荻窪4-30-16

会計法第29条の3第
4項

－ 4,200,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成29年度

ＪＭＡ-95型地上気象
観測装置借用(平成
14年度整備分）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シャープファイ
ナンス（株）
東京都新宿区
市谷八幡町8

会計法第29条の3第
4項

－ 3,945,898 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

空港気象ドップラー
レーダー観測処理装
置のハードウェア保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
日本無線（株）
東京都杉並区
荻窪4-30-16

会計法第29条の3第
4項

－ 3,791,550 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成27年度



27/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

空港用気象実況画像
取得装置保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）東芝
東京都港区芝
浦1-1-1

会計法第29条の3第
4項

－ 3,419,004 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

会計事務システムの
ソフトウェアサポート
及び運用支援

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）TSSソフト
ウェア
広島県広島市
南区出汐2-3-
19

会計法第29条の3第
4項

2,973,600 2,973,600 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成27年度

ＪＭＡ-95型地上気象
観測装置借用(平成
11年度整備分）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シャープファイ
ナンス（株）
東京都新宿区
市谷八幡町8

会計法第29条の3第
4項

－ 2,968,867 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

空港用気象実況画像
取得装置保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）日立製作
所
東京都江東区
新砂1-6-27

会計法第29条の3第
4項

－ 2,835,000 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



28/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

人事事務システムの
ソフトウェアサポート
及び運用支援

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）TSSソフト
ウェア
広島県広島市
南区出汐2-3-
19

会計法第29条の3第
4項

3,175,200 2,520,000 79.4% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

航空交通管理用気象
情報共有システム保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）トーコン・
フィールドサー
ビス
東京都文京区
本郷1-18-6

会計法第29条の3第
4項

－ 2,324,700 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

統合洪水予報システ
ム借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

三井住友トラス
ト・パナソニック
ファイナンス
（株）
東京都千代田
区丸の内1-6-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 2,197,224 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度

防災気象情報提供シ
ステム借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日立キャピタル
（株）
東京都港区西
新橋2-15-12

会計法第29条の3第
4項

－ 1,928,556 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了をもっ
て、調達を終了する予

平成25年度



29/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ＪＭＡ-95型地上気象
観測装置借用(平成
13年度整備分）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シャープファイ
ナンス（株）
東京都新宿区
市谷八幡町8

会計法第29条の3第
4項

－ 1,861,320 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

地域気象観測システ
ム（通信処理装置）の
業務ソフトウェアの保
守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

エヌ・ティ・ティ・
コムウェア（株）
東京都港区港
南1-9-1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,732,500 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

高潮等総合防災情報
システムのソフトウェ
アサポート

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

富士通エフ・ア
イ・ピー（株）
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,704,528 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

ケーブル式常時海底
地震観測システム陸
上部機器（データ処理
部）の保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
日本電気（株）
東京都港区芝
5-7-1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,663,935 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



30/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

潮位データ総合処理
装置の借用

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,644,648 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

帯域制御装置の保守
（航空交通気象セン
ター）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

エヌ・ティ・ティ・
コミュニケー
ションズ（株）
東京都千代田
区内幸町1-1-
6

会計法第29条の3第
4項

－ 1,516,200 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

空港用気象実況画像
取得装置保守

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

（株）エヌ・ティ・
ティ・ドコモ
東京都千代田
区永田町2-
11-1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,244,880 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

ＪＭＡ-95型地上気象
観測装置用視程計借
用(平成14年度整備
分）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シャープファイ
ナンス（株）
東京都新宿区
市谷八幡町8

会計法第29条の3第
4項

－ 1,148,202 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



31/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

電子複合機（凌風丸
及び啓風丸）の保守
（平成21年度整備分）
（単価契約）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）リコー
東京都大田区
中馬込1-3-6

会計法第29条の3第
4項

1,041,427 1,041,427 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約

ＪＭＡ-95型地上気象
観測装置借用(平成
12年度整備分）

支出負担行為担
当官
気象庁総務部長
野俣光孝
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

シャープファイ
ナンス（株）
東京都新宿区
市谷八幡町8

会計法第29条の3第
4項

－ 982,872 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

空港気象ドップラー
レーダー装置データ
処理部保守

支出負担行為担
当官
札幌管区気象台
長
牧原康隆
札幌市中央区北
2条西18丁目

平成24年4月2日
西菱電機（株）
東京都港区新
橋5-27-1

会計法第29条の3第
4項

3,775,653 3,775,380 100.0% － a.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

リコー複写装置借用
の保守

支出負担行為担
当官
東京管区気象台
長
栗原弘一
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）リコー
東京都大田区
中馬込1-3-6

会計法第29条の3第
4項

1,638,126 1,638,126 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約



32/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

リコー電子複合機借
用分の保守

支出負担行為担
当官
東京管区気象台
長
栗原弘一
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
（株）リコー
東京都大田区
中馬込1-3-6

会計法第29条の3第
4項

5,707,321 5,707,321 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約

キャノン電子複合機
借用分の保守

支出負担行為担
当官
東京管区気象台
長
栗原弘一
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日

キャノンマーケ
ティングジャパ
ン（株）
東京都港区港
南2-16-6

会計法第29条の3第
4項

1,424,253 1,424,253 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度
単価
契約

成田及び東京航空地
方気象台空港気象
ドップラーライダー保
守作業

支出負担行為担
当官
東京管区気象台
長
栗原弘一
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
兼松（株）
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

27,436,500 25,935,000 94.5% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成28年度

空港気象ドップラー
レーダー装置データ
処理部保守作業

支出負担行為担
当官
東京管区気象台
長
栗原弘一
東京都千代田区
大手町1-3-4

平成24年4月2日
西菱電機（株）
東京都港区新
橋5-27-1

会計法第29条の3第
4項

16,762,200 16,485,000 98.3% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成27年度



33/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

空港気象ドップラー
レーダー装置データ
処理部保守

支出負担行為担
当官
大阪管区気象台
長
藤村弘志
大阪市中央区大
手前4-1-76

平成24年4月2日
西菱電機（株）
東京都港区新
橋5-27-1

会計法第29条の3第
4項

13,820,100 10,367,700 75.0% － a.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成25年度

関西航空地方気象台
空港気象ドップラーラ
イダー保守

支出負担行為担
当官
大阪管区気象台
長
藤村弘志
大阪市中央区大
手前4-1-76

平成24年4月2日
兼松（株）
東京都港区芝
浦1-2-1

会計法第29条の3第
4項

15,132,498 15,132,498 100.0% － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成33年度

空港気象ドップラー
レーダー装置データ
処理装置保守

支出負担行為担
当官
沖縄気象台長
横山辰夫
沖縄県那覇市樋
川1-15-15

平成24年4月2日
西菱電機（株）
東京都港区新
橋5-27-1

会計法第29条の3第
4項

－ 3,378,900 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度

空港気象ドップラー
レーダー装置入力
データバッファ部保守

支出負担行為担
当官
沖縄気象台長
横山辰夫
沖縄県那覇市樋
川1-15-15

平成24年4月2日
（株）東芝
東京都港区芝
浦1-1-1

会計法第29条の3第
4項

－ 1,551,900 － － b.

複数年度にわたる調達
であって、初年度は競
争性のある契約を行
い、次年度以降は毎年
度随意契約を行ってい
るものである。予定した
調達期間の終了後、競
争性のある契約に移行
する予定である。

平成26年度



34/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

航空タービン燃料油
買入4月分(福岡航空
基地地下タンク)

支出負担行為担
当官
第七管区海上保
安本部長
木田祐二
福岡県北九州市
門司区西海岸1-
3-10

平成24年4月3日

國際航空給油
株式会社北九
州空港事業所
福岡県北九州
市小倉南区空
港北町北九州
空港給油施設
内

会計法第29条の3第
4項

7,297,500 7,287,000 99.9% － c.

本年4月2日に実施した
一般競争入札が不調と
なったため、再度公告
のうえ契約を締結する
までの間における緊急
事案対応のため、航空
燃料を搭載できる体制
を確保する必要があ
り、競争に付するいとま
がなかったため。

平成25年度
単価
契約

防災系サーバ賃貸借
及び保守（09－02）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月6日

富士通リース
（株）
東京都千代田
区神田練塀町
3番地

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 2,696,400 － － a.

複数年度の賃貸借を前
提としたリース契約であ
り、リース期間が完了し
ていないため。

平成24年度

総合的文書管理シス
テムサーバ外賃貸借
（再リース）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月6日

東京センチュ
リーリース（株）
東北支店
宮城県仙台市
青葉区1番町3
丁目1番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 822,780 － － a.

総合的文書管理システ
ムについては、全国統
一によるシステム改良
を検討しているところで
あり、実現するまでの
間、現在運用している
機器を再リースする必
要があるため。

平成25年度

総合防災情報システ
ムサーバ賃貸借及び
保守（09－02）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

テクノ・マインド
（株）
宮城県仙台市
宮城野区榴岡
一丁目6番11
号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 822,150 － － a.

複数年度の賃貸借を前
提としたリース契約であ
り、リース期間が完了し
ていないため。

平成24年度

文書保管サーバ賃貸
借（再リース）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

日本ユニシス
（株）
東京都江東区
豊洲一丁目1
番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 159,642 － － a.

総合的文書管理システ
ムについては、全国統
一によるシステム改良
を検討しているところで
あり、実現するまでの
間、現在運用している
機器を再リースする必
要があるため。

平成25年度



35/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ＣＡＭＳサーバ賃貸借
（再リース）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

テクノ・マインド
（株）
宮城県仙台市
宮城野区榴岡
一丁目6番11
号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 125,496 － － a.

ＣAＭＳについては、
データベースソフトの
バージョンアップに対応
したシステム改良及び
動作検証を検討してい
るところであり、実現す
るまでの間、現在運用
している機器を再リー
スする必要があるた

平成25年度

電子納品保管管理シ
ステムサーバ外賃貸
借（再リース）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

（株）管理シス
テム山形本部
山形県山形市
松栄一丁目3-
8

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 25,452 － － a.

電子納品保管管理シス
テムについては、ＰＣの
次期ＯＳ等に対応可能
かの検証及びそれに伴
うシステム改良を検討
しているところであり、
実現するまでの間、現
在運用している機器を
再リースする必要があ

平成25年度

電源設備賃貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
胆沢ダム工事事
務所長
松井幸一
岩手県奥州市胆
沢区若柳字下松
原77

平成24年4月6日
太平電気（株）
仙台市若林区
卸町東1-4-23

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 4,284,000 － － a.

27ヶ月間のリース契約
（平成24年9月末まで）
を前提に契約締結した
ため。

平成24年度

ファイアウォール外賃
貸借及び保守（09－
02）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月6日

ＮＥＣキャピタ
ルソリューショ
ン（株）東北支
店
宮城県仙台市
青葉区中央四
丁目6番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 14,137,200 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成25年度

統合サーバ賃貸借及
び保守（08－02）（再
リース）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内三丁
目4番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 7,791,966 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

行政系サーバ賃貸借
及び保守（09－02）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
仙台市青葉区二
日町9-15

平成24年4月6日

富士通リース
（株）
東京都千代田
区神田練塀町
3番地

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 5,103,000 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成25年度

パーソナルコンピュー
タ外賃貸借及び保守
（09－02）再リース（そ
の3）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

東京センチュ
リーリース（株）
東北支店
宮城県仙台市
青葉区1番町3
丁目1番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 885,780 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成24年度

企画調整用サーバ賃
貸借及び保守（再リー
ス）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎三丁目6
番6号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 205,695 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成24年度

ファイアウォール賃貸
借（07－07）（再リー
ス）

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月6日

テクノ・マインド
（株）
宮城県仙台市
宮城野区榴岡
一丁目6番11
号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 135,576 － － b.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成24年度

新城川橋仮橋賃貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
秋田河川国道事
務所長
瀬戸下伸介
秋田市山王10-
29

平成24年4月6日

（株）菅与組
秋田県潟上市
昭和乱橋字下
畑50

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

16,495,500 16,485,000 99.9% － d.

一級河川新城川橋改
修事業に伴う附帯工事
の一環として、平成22
年度施工の新城地区
道路改良工事において
一般国道7号の迂回路
確保を目的として当該
業者が設置したもの
で、新設橋梁の架替が
終了していないこと、ま
た、当該業者が仮橋仮
設材の所有者であるこ
とから引き続き随意契

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

福室地区橋梁足場賃
貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
仙台河川国道事
務所長
桜田昌之
仙台市太白区郡
山五丁目6番6号

平成24年4月6日
(株)深松組
仙台市青葉区
北山1-2-15

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,488,703 1,470,000 98.7% － e.

契約者が受注した工事
により設置した足場で
あり、完了後に東日本
高速道路会社(株)によ
る現地立ち会い確認を
受けて引き渡すことと
なっており、その間足場
を存置する必要がある

平成25年度

仙台地区仮設防護柵
賃貸借

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
仙台河川国道事
務所長
桜田昌之
仙台市太白区郡
山五丁目6番6号

平成24年4月6日
日建工業(株)
仙台市青葉区
二日町16-9

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 887,430 － － e.

契約者が受注した工事
により設置した仮設防
護柵であり、次の工事
にて施工が完了するま
で継続使用する必要が
あるため

平成25年度

平成24年度行政情報
ネットワーク機器賃貸
借

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2-5-1

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

31,206,420 31,206,420 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成26年度

平成24年度中部管内
行政情報サーバ機器
等賃貸借

支出負担行為担
当官
中部地方整備局
長
足立敏之
名古屋市中区三
の丸2-5-1

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

71,872,500 71,872,500 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成24年度

平成24年度愛知国道
事務所行政情報サー
バ機器等賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
愛知国道事務所
高松信治
名古屋市千種区
池下町2-62

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

6,363,840 6,363,840 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成24年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

平成24年度静岡営繕
行政情報サーバ機器
等賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中部地方整備局
静岡営繕事務所
長
北原浩行
静岡市葵区春日
2-4-25

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
東京都千代田
区丸の内3-4-
1

会計法第29条の3第
4項

7,507,500 7,507,500 100.0% － a.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間終了を待たざるを得
ないため。

平成24年度

機械警備業務

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
滋賀国道事務所
沢田康夫
滋賀県大津市竜
が丘4-5

平成24年4月6日

セコム（株）
東京都渋谷区
神宮前一丁目
5番1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

150,990 150,990 100.0% － b.

平成21年度に一般競
争入札による契約を行
い、その際、複数年の
継続契約（5年間）を明
記して発注を行ったも
のであるため。

平成26年度

単価
契約
予定
調達
総額
1,811,
880

近畿地方整備局行政
情報システム一式賃
貸借

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
長
上総周平
大阪市中央区大
手前1-5-44

平成24年4月6日

日本電子計算
機（株）
営業本部東京
都千代田区丸
の内3丁目4番
1号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

5,354,076 5,354,076 100.0% － d.

当初に複数年の賃貸
借期間を設定した一般
競争によるリース契約
を実施しており、次期調
達までの間、経済合理
性に優る再リースを
行っているもの。

平成24年度

単価
契約
予定
調達
総額
58,89
4,836

近畿地方整備局行政
情報パソコン一式賃
貸借（Ｈ20）

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
長
上総周平
大阪市中央区大
手前1-5-44

平成24年4月6日

東京センチュ
リーリース（株）
大阪情報機器
営業部
大阪市中央区
本町3丁目5番
7号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

2,024,994 2,024,994 100.0% － d.

当初に複数年の賃貸
借期間を設定した一般
競争によるリース契約
を実施しており、次期調
達までの間、経済合理
性に優る再リースを
行っているもの。

平成24年度

単価
契約
予定
調達
総額
18,22
4,946
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

保全指導・監督室書
類保管等業務

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
長
上総周平
大阪市中央区大
手前1-5-44

平成24年4月6日

（株）住友倉庫
大阪支店
大阪市港区海
岸通二丁目6
番15号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

103,663 103,663 100.0% － d.

保全指導・監督室にお
いては、工事関係書類
を庁舎内にある倉庫、
書庫には保管できず、
平成14年度より当該業
者に保管業務を委託し
ている。
また、神戸営繕事務所
の廃止により、当該事
務所の工事関係書類も
引き継いでいる。
これらの図書類を保管
するため、当該業者の
倉庫を利用することで
保管文書の移動費用も
発生しない等、他に較
べ経済的に安価とな
り、有利であるため
（株）住友倉庫と引き続

平成25年度

単価
契約
予定
調達
総額
1,243,
956

パーソナルコンピュー
タ賃貸借及び保守等

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
豊岡河川国道事
務所
齋藤博之
兵庫県豊岡市幸
町10番3号

平成24年4月6日

（株）堀通信
京都府福知山
市字天田391
番地の乙

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

292,950 292,950 100.0% － d.

一括調達対象外で必要
となる職員、非常勤職
員、現場技術員、の業
務に使用するための
ノート型パソコン及びモ
バイルパソコンを賃貸
借するものである。
現在、賃貸借している
機器で引き続き賃貸借
契約を結べば安価であ
り、かつ納入設置等の
手続きが不要となる。
よって、平成22年度賃
貸借契約している機器
を平成23年度も引き続
き使用するものであり、
当該機器を所有してい
る当該業者と随意契約
を行うものである。

平成25年度

単価
契約
予定
調達
総額
3,515,
400
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

尾道松江道監督員詰
所賃貸借

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
福山河川国道事
務所長
藤原武夫
福山市三吉町4-
4-13

平成24年4月6日

大和リース株
式会社
大阪府大阪市
中央区農人橋
2-1-36

会計法第29条の3第
4項

3,213,000 3,213,000 100.0% － b.

当該契約については、
複数年度を前提に契約
を行っていたものであ
る。前提である契約期
間満了を待たざるを得
ないため

平成26年度
単価
契約

東広島・呉道路新池
谷地区仮橋賃貸借作
業

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
広島国道事務所
長
三橋勝彦
広島県広島市南
区東雲2-13-28

平成24年4月6日

（株）上垣組
広島県東広島
市西条町田口
1451

会計法第29条の3第
4項

19,698,000 19,698,000 100.0% － d.

当該契約については、
過年度に設置した仮橋
を工事完了後も他の工
事で引き続き使用する
必要があるため、仮橋
の賃貸借及び保守点
検を行うものであるが、
保守点検を安全確実に
行うことができるのは、
現場条件等を熟知した
施工者である当該業者

平成27年度

広島南道路観音新町
仮排水路保守作業

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
広島国道事務所
長
三橋勝彦
広島県広島市南
区東雲2-13-28

平成24年4月6日

（株）栗本
広島県広島市
西区南観音7-
14-20

会計法第29条の3第
4項

36,582,000 36,582,000 100.0% － d.

当該契約については、
過年度に設置した仮排
水路を工事完了後も他
の工事で引き続き使用
する必要があるため、
仮排水路の賃貸借及
び保守点検を行うもの
であるが、保守点検を
安全確実に行うことが
できるのは、現場条件
等を熟知した施工者で
ある当該業者のみであ

平成26年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

広島南道路の観音入
江部の仮設構造物等
工事の平成24年度契
約

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
広島国道事務所
長
三橋勝彦
広島県広島市南
区東雲2-13-28

平成24年4月6日

広島高速道路
公社
広島県広島市
中区中町8-18

会計法第29条の3第
4項

－ 5,257,350 － － d.

当該契約については、
過年度に設置した二重
締切等の仮設構造物を
工事完了後も他の工事
で引き続き使用する必
要があるため、二重締
切の賃貸借及び保守
点検等を行うものであ
るが、これらを安全確
実に行うことができるの
は、現場条件等を熟知
した施工者である当該

平成26年度

土地使用料（鋼構造
物(鋼板セル)等の仮
置ヤード）建設資材仮
置用地の借上

分任支出負担行
為担当官
京浜港湾事務所
長
横浜市西区みな
とみらい6-3-7

平成24年4月6日

東亜建設工業
（株）横浜支店
横浜市中区太
田町1-5

会計法第29条の3第
4項

2,566,326 2,566,326 100.0% － d.

新たに土地を借り上げ
る場合には、現行の仮
置き場所からの建設資
材の運搬費用等が必
要となり、経済的でない
ため。

平成26年度

京浜港仮設材借上
建設資材の借上

分任支出負担行
為担当官
京浜港湾事務所
長
横浜市西区みな
とみらい6-3-7

平成24年4月6日

ジェスコ（株）東
海横浜営業本
部
横浜市中区尾
上町4-57

会計法第29条の3第
4項

2,062,651 2,062,651 100.0% － d.

新たに資材を借り上げ
る場合には、当該建設
資材と一体で使用して
いる他の建設資材の運
搬・移設費用等が必要
となり、経済的でないた

平成26年度

横浜技調海洋短波
レーダー購入
当該物品の調達

分任支出負担行
為担当官
横浜港湾空港技
術調査事務所長
横浜市神奈川区
橋本町2-1-4

平成24年4月6日

芙蓉総合リー
ス（株）
東京都千代田
区三崎町3-3-
23

会計法第29条の3第
4項

8,200,500 6,174,000 75.3% － d.

これまでリースしていた
当該機器の改造にあた
り所有権の必要が生
じ、そうした場合、当該
リース機器を購入した
方が、新たな機器を購
入するよりも経済的で

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

港湾空港ＷＡＮシステ
ム機器等保守業務

支出負担行為担
当官
四国地方整備局
次長
白石哲也
香川県高松市サ
ンポート3番33号

平成24年4月6日

富士通リース
（株）
東京都千代田
区神田練塀町
3

会計法第29条の3第
4項

24,658,452 24,658,452 100.0% － d.

本業務の対象機器は
賃貸借契約により富士
通リース（株）より借り
受けている。所有権等
は同社が保有し障害発
生時において、必要な
修理・交換部品を常時
確保し迅速に対応し、
導入している機器・ネッ
トワークソフトウェアに
充分精通している者は
ほかにはない。このた
め同社と随意契約を

平成25年度

電子納品保管管理シ
ステム用機器一式の
借入及び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

ＩＢＪＬ東芝リー
ス（株）
東京都品川区
大崎3-6-6

会計法第29条の3第
4項

3,137,400 3,137,400 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

土木積算システム用
サーバ一式の借入及
び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

（株）ＨＢＡ
北海道札幌市
中央区北四条
西7-1-8

会計法第29条の3第
4項

34,902,000 34,902,000 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

技術情報データベー
ス用サーバ外一式の
借入及び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

札幌ビジネス・
サポート（株）
北海道札幌市
東区北十六条
東19-1-14ＮＤ
Ｓビル内

会計法第29条の3第
4項

932,400 932,400 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

入札説明書等ダウン
ロードシステム用サー
バ等一式の借入及び
保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

富士通リース
（株）
東京都千代田
区神田練塀町
3

会計法第29条の3第
4項

6,980,400 6,980,400 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

土木積算システム用
配信システム一式の
借入及び保守用サー
バ等一式の借入及び
保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

（株）ＨＢＡ
北海道札幌市
中央区北四条
西7-1-8

会計法第29条の3第
4項

3,263,400 3,263,400 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

漁港海象データ表示
システムサーバ外一
式借入及び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

日本データー
サービス（株）
北海道札幌市
東区十六条東
19-1-1

会計法第29条の3第
4項

921,816 921,816 100.0% － a.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成27年度
単価
契約

北海道開発局ＬＡＮ関
連機器外一式の借入
及び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

東芝ＩＴサービ
ス（株）
東京都港区芝
浦4-9-25

会計法第29条の3第
4項

164,981,880 164,981,880 100.0% － b.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

工事契約情報管理シ
ステム用サーバ等1
式の借入及び保守

支出負担行為担
当官
北海道開発局開
発監理部長
稗田昭人
札幌市北区北8
条西2丁目

平成24年4月6日

（株）ＨＢＡ
北海道札幌市
中央区北四条
西7-1-8

会計法第29条の3第
4項

25,283,784 25,283,784 100.0% － b.

過年度において複数年
度の賃貸借期間を前提
に一般競争による契約
を締結したものであり、
賃貸借期間満了まで契
約を継続する必要があ
るため。

平成26年度
単価
契約

ＦＡ2100　ＳＳＣＶＲ　1
個買入

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月6日

丸紅エアロス
ペース株式会
社
東京都千代田
区大手町1-4-
2

会計法第29条の3第
4項

1,798,000 1,795,500 99.9% － c.

当庁航空機の整備にお
いて、航空機部品に不
具合が認められた。整
備期間中に当該部品を
入手しなければ航空機
の検査に合格しないこ
とから航空機の運航が
止まり、海上保安業務
に重大な支障をきたす
恐れがあることから、緊
急の必要性により対応
出来る業者を調査し、
随意契約としたもので

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

川内三十人町宿舎ガ
ス風呂給湯器修繕

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月11日

（株）タゼン
宮城県仙台市
青葉区一番町
一丁目12番40
号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

－ 593,250 － － c.

ガス風呂給湯器の漏水
箇所を調査し、修繕を
行うものであり、早急に
対応する必要があった
ため。

平成25年度

多賀城宿舎Ｃ棟ガス
風呂給湯器修繕

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月16日

（株）仙塩管工
事センター
宮城県仙台市
若林区大和町
四丁目7番3号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

－ 894,180 － － c.

ガス風呂給湯器の漏水
箇所を調査し、修繕を
行うものであり、早急に
対応する必要があった
ため。

平成25年度

多賀城宿舎Ａ棟ガス
風呂給湯器修繕

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年4月18日

（株）仙塩管工
事センター
宮城県仙台市
若林区大和町
四丁目7番3号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

－ 388,500 － － c.

ガス風呂給湯器の漏水
箇所を調査し、修繕を
行うものであり、早急に
対応する必要があった
ため。

平成25年度

ＡＤＩ　1個特別整備

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月18日

株式会社
ティー・エム・
シー・インター
ナショナル
東京都渋谷区
広尾2-1-15

会計法第29条の3第
4項

3,819,000 3,800,000 99.5% － c.

航空機の整備において
搭載されている航空機
用部品に交換が必要な
不具合が発見された。
当該部品の予備在庫
が無く通常修理には
数ヶ月要するため、エク
スチェンジ方式による
緊急修理により航空機
の稼動を確保する必要
がある。　今回のエクス
チェンジ方式による修
理に対応できる業者は
調査した結果、左記業
者のみであり緊急に随

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

A重油購入(名瀬港)

支出負担行為担
当官
第五管区海上保
安本部長
石指雅啓
兵庫県神戸市中
央区波止場町1-
1

平成24年4月23日

有村商事(株)
鹿児島県奄美
市名瀬入舟町
8-21

会計法第29条の3第
4項

4,069,800 4,069,800 100.0% － c.

沖縄方面に派遣のため
出港した巡視船が、回
航時に天候不良のた
め、海上平穏である瀬
戸内海を通航する航路
に変更したことから那
覇までの燃料が不足す
るため、鹿児島県奄美
市名瀬港に入港し緊急
に燃料補給を行ったも

平成25年度

ＡＨＲＵ　1個特別整備

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年4月26日

双日エアロス
ペース株式会
社
東京都港区赤
坂2-17-22

会計法第29条の3第
4項

3,813,000 3,811,500 100.0% － c.

航空機の整備において
搭載されている航空機
用部品に交換が必要な
不具合が発見された。
当該部品の予備在庫
が無く通常修理には
数ヶ月要するため、エク
スチェンジ方式による
緊急修理により航空機
の稼動を確保する必要
がある。　今回のエクス
チェンジ方式による修
理に対応できる業者は
調査した結果、左記業
者のみであり緊急に随

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

Ａ重油買入

支出負担行為担
当官
第十一管区海上
保安本部長
眞嶋洋
沖縄県那覇市港
町2-11-1

平成24年4月27日

林兼石油株式
会社佐世保営
業所
長崎県佐世保
市松浦町4-7

会計法第29条の3第
4項

11,550,000 11,550,000 100.0% － c.

当初計画では平成24年
4月27日の巡視船もと
ぶ就役後、博多港にお
いて主燃料(Ａ重油)を
搭載予定であったが、
急遽、博多港における
入港バースの確保がで
きなくなり、佐世保港に
おいて燃料搭載するこ
ととなった。博多港から
佐世保港への搭載場
所の変更が平成24年4
月25日に決まり、燃料
搭載予定日は平成24
年4月29日となったこと
から、一般競争入札を
実施するいとまがない
ため、対応可能業者3
社と見積合わせの上、
会計法第29条の3第4
項に基づき随意契約を

平成25年度
単価
契約

Ａ重油買入

支出負担行為担
当官
第十一管区海上
保安本部長
眞嶋洋
沖縄県那覇市港
町2-11-1

平成24年4月27日

三菱重工業株
式会社
山口県下関市
彦島江の浦町
6-16-1

会計法第29条の3第
4項

7,317,660 7,317,660 100.0% － d.

左記業者が新造船建
設中に搭載した船舶燃
料(Ａ重油)について、燃
料タンク内に残っている
A重油の残油を、市場
価格より有利な価格で
有償譲渡の協議があ
り、これに応じることとし
たため、会計法第29条
の3第4項に基づき随意
契約を締結するもので

平成25年度

電子複写機賃貸借及
び保守等

分任支出負担行
為担当官
近畿地方整備局
紀伊山地砂防事
務所長
桜井亘
奈良県五條市三
在町1681

平成24年5月1日

富士ゼロックス
奈良（株）
奈良県奈良市
大宮町1-1-15

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

212,415 212,415 100.0% － d.

事務所開所に伴い、隣
接事務所の再リース契
約を引き継ぐこととした
ため。

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

低気圧排水支援業務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
東北技術事務所
長
赤川正一
多賀城市桜木3-
6-1

平成24年5月2日

（株）ワイティ・
クリエーション
仙台市宮城野
区日の出町3-
8-19

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

3,008,250 2,992,500 99.5% － c.
本業務に対応できる唯
一の業者であるため

平成25年度

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(16V20FX型)修理20
台等(追加)ふじ右舷
揚陸機

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年5月8日

新潟原動機株
式会社
群馬県太田市
西新町125-1

会計法第29条の3第
4項

6,706,999 6,510,000 97.1% － e.

一般競争入札により新
潟原動機株式会社で施
工された「ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞ
ﾝ修理20台」の修理期
間中に不具合箇所を発
見し、同期間中に当該
不具合箇所を復旧しな
ければならず、急遽、
追加契約となったもの。

平成25年度

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(12PA4V型)修理1台
等(追加)

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年5月15日

ＪＦＥエンジニ
アリング(株)
横浜市鶴見区
末広町2-1

会計法第29条の3第
4項

7,005,000 6,820,000 97.4% － e.

一般競争入札によりＪＦ
Ｅエンジニアリング株式
会社で施工された
「ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ修理1
台」の修理期間中に不
具合箇所を発見し、同
期間中に当該不具合
箇所を復旧しなければ
ならず、急遽、追加契

平成25年度

巡視艇こちかぜ臨時
修理

支出負担行為担
当官
第七管区海上保
安本部長
木田祐二
福岡県北九州市
門司区西海岸1-
3-10

平成24年5月23日

大田造船株式
会社
山口県下関市
彦島江の浦町
6-1-18

会計法第29条の3第
4項

9,635,000 9,400,000 97.6% － e.

損傷を受けた巡視艇の
主機関及び軸系の調
査を行った結果、同船
の運航に重大な支障を
生じる不具合箇所が判
明したため、早急な修
理が必要となったもの
であるが、同船の主機
関等は、調査のため現
に本修理業者の造船
所において開放中であ
り、本修理業者以外の
者に履行させることが

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

異常土砂流出時に立
入が困難な区域にお
ける迅速な緊急調査・
危険度評価に関する
調査研究

支出負担行為担
当官
札幌開発建設部
長
西村泰弘
札幌市中央区北
2条西19丁目

平成24年5月25日

国立大学法人
北海道大学大
学院農学研究
院
北海道札幌市
北区北八条西
5

会計法第29条の3第
4項

1,785,000 1,785,000 100.0% － a.

本委託研究は、国土交
通省が研究開発課題
の公募を行い、同水管
理・国土保全局（旧河
川局）及び国土技術政
策総合研究所に設置さ
れた学識経験者等から
なる河川技術研究評価
委員会地域課題評価
分科会において、平成
23年度に審査された結
果、選定されたもので
あり、平成25年度まで
の研究が承認されてい
るため。

平成26年
度

大蔵村肘折地区地す
べり性崩壊レーザー
計測

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
新庄河川事務所
長
花岡正明
山形県新庄市小
田島町5-55

平成24年5月28日

アジア航測
（株）山形営業
所
山形県天童市
長岡北1-2-50

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

15,529,500 15,225,000 98.0% － c.

本業務は、平成24年4
月10日に山形県最上
郡大蔵村大字南山地
内で発生した地すべり
性崩壊について、さらに
崩壊拡大の可能性が
あり、また、崩壊拡大し
た場合河道閉塞し上流
域に対し二次災害の危
険があることから、被害
の実態把握をするため
上空からの航空レー
ザー計測及び写真撮
影等を実施するもので
ある。迅速な復旧を図
るため、東北地方整備
局長と(財)日本測量調
査技術協会長との間で
締結している「災害時
における東北地方整備
局所管施設の緊急撮
影等に関する協定書」
に基づき、左記業者と

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

大蔵村肘折地区地す
べり性崩壊地質調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
新庄河川事務所
長
花岡正明
山形県新庄市小
田島町5-55

平成24年5月28日

奥山ボーリン
グ（株）
秋田県横手市
神明町10-39

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

17,262,000 17,220,000 99.8% － c.

本業務は、平成24年4
月10日に山形県最上
郡大蔵村大字南山地
内で発生した地すべり
性崩壊について、さらに
崩壊拡大の可能性が
あり、また、崩壊拡大し
た場合河道閉塞し上流
域に対し二次災害の危
険があることから、地す
べり機構の解明をする
ため現地調査や地質調
査、定点観測及び解析
等を実施するものであ
る。迅速な復旧を図る
ため、東北地方整備局
長と東北地質調査業協
会理事長との間で締結
している「災害時におけ
る東北地方整備局所管
施設の災害応急対策
業務に関する協定書」
に基づき、左記業者と

平成25年度

道路交通情報通信シ
ステム点検修理業務

支出負担行為担
当官
近畿地方整備局
長
上総周平
大阪市中央区大
手前1-5-44

平成24年5月28日

沖電気工業
（株）関西支社
大阪市中央区
本町2丁目5番
7号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第三号

8,820,000 7,875,000 89.3% － a.

本業務については、平
成19年度に『施工・維
持管理一体型の試行
工事』の一般競争総合
評価落札方式による契
約によって、平成20年
度から24年度までの5
年間の維持管理を含め
て当該業者に決定した
ものである。これに基づ
き維持管理の5年目で
ある平成24年度の点検
業務を、当該業者と随

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(16V20FX型)修理20
台等(追加)ふじ左舷
揚陸機

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年5月28日

新潟原動機株
式会社
群馬県太田市
西新町125-1

会計法第29条の3第
4項

6,472,000 6,300,000 97.3% － e.

一般競争入札により新
潟原動機株式会社で施
工された「ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞ
ﾝ修理20台」の修理期
間中に不具合箇所を発
見し、同期間中に当該
不具合箇所を復旧しな
ければならず、急遽、
追加契約となったもの。

平成25年度

鳴瀬川洪水痕跡調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年5月30日

（株）西條設計
コンサルタント
宮城県石巻市
桃生町中津山
字内八木111-
3

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,869,000 1,869,000 100.0% － c.

本業務は、平成24年5
月3日に発達した低気
圧に伴って河川の水位
が堤防天端に迫るまで
上昇したことから、洪水
時の河川水位状況を把
握するために降雨等に
よって洪水の痕跡が消
失する前に洪水痕跡調
査を緊急的に実施する
ものであり、迅速な対
応を要することから、東
北地方整備局長と東北
測量設計協会が締結し
た「災害時における東
北地方整備局所管施
設の災害応急対策業
務に関する協定」に基
づき、左記業者と随意

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

吉田川洪水痕跡調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年5月30日

（株）千葉測量
技研
宮城県石巻市
清水町1-4-2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,386,000 1,365,000 98.5% － c.

本業務は、平成24年5
月3日に発達した低気
圧に伴って河川の水位
が堤防天端に迫るまで
上昇したことから、洪水
時の河川水位状況を把
握するために降雨等に
よって洪水の痕跡が消
失する前に洪水痕跡調
査を緊急的に実施する
ものであり、迅速な対
応を要することから、東
北地方整備局長と東北
測量設計協会が締結し
た「災害時における東
北地方整備局所管施
設の災害応急対策業
務に関する協定」に基
づき、左記業者と随意

平成25年度

江合川上流・新江合
川洪水痕跡調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年5月30日

（株）ウィル
宮城県栗原市
築館字下宮野
川南12-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,323,000 1,260,000 95.2% － c.

本業務は、平成24年5
月3日に発達した低気
圧に伴って河川の水位
が堤防天端に迫るまで
上昇したことから、洪水
時の河川水位状況を把
握するために降雨等に
よって洪水の痕跡が消
失する前に洪水痕跡調
査を緊急的に実施する
ものであり、迅速な対
応を要することから、東
北地方整備局長と東北
測量設計協会が締結し
た「災害時における東
北地方整備局所管施
設の災害応急対策業
務に関する協定」に基
づき、左記業者と随意

平成25年度



52/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

江合川下流洪水痕跡
調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年5月30日

（株）オオバ東
北支店
宮城県仙台市
青葉区二日町
14-4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,354,500 1,312,500 96.9% － c.

本業務は、平成24年5
月3日に発達した低気
圧に伴って河川の水位
が堤防天端に迫るまで
上昇したことから、洪水
時の河川水位状況を把
握するために降雨等に
よって洪水の痕跡が消
失する前に洪水痕跡調
査を緊急的に実施する
ものであり、迅速な対
応を要することから、東
北地方整備局長と東北
測量設計協会が締結し
た「災害時における東
北地方整備局所管施
設の災害応急対策業
務に関する協定」に基
づき、左記業者と随意

平成25年度

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(16V20FX型)海上運
転立会等

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年5月31日

新潟原動機
(株)
東京都中央区
八重洲2-9-7

会計法第29条の3第
4項

1,182,000 1,102,500 93.3% － e.

16Ｖ20ＦＸ型は、中型巡
視船に搭載される最新
型の高速ディーゼルエ
ンジンのため、整備に
長期間を要することか
ら、複数の予備エンジ
ンを所有することにより
業務対応することとして
いるが、予備機として保
管中のエンジンを巡視
船に搭載する際に必要
な海上試運転等契約を
執行する際に、当該エ
ンジンの整備技術者に
立会いを求めるもの
で、本業務については
エンジンメーカーとの整
備契約に直接的に関連
する業務であり、当該
整備契約業者以外の
者に履行させることが
不利であるため、当該

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

管内河口部状況把握
業務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年6月4日

アジア航測
（株）仙台支店
宮城県仙台市
青葉区一番町
1-4-28

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

5,250,000 5,250,000 100.0% － c.

本業務は、平成24年4
月3日に発達した低気
圧接近に伴う波浪後の
管内河川河口部等にお
ける状況を把握するた
め、航空写真（斜め、垂
直）撮影を実施するも
のであり、迅速な対応
を要することから、東北
地方整備局長と東北測
量設計協会が締結した
「災害時における東北
地方整備局所管施設
の災害応急対策業務
に関する協定」に基づ
き、左記業者と随意契
約を締結したものであ

平成25年度

ＥＦＩＳ　ＤＩＳＰＬＡＹ　1
個特別整備

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年6月5日

朝日航洋株式
会社
埼玉県川越市
大字平塚字中
割662-1

会計法第29条の3第
4項

3,120,000 3,118,500 100.0% － c.

航空機の整備において
搭載されている航空機
用部品に交換が必要な
不具合が発見された。
当該部品の予備在庫
が無く通常修理には
数ヶ月要するため、エク
スチェンジ方式による
緊急修理により航空機
の稼動を確保する必要
がある。　今回のエクス
チェンジ方式による修
理に対応できる業者は
調査した結果、左記業
者のみであり緊急に随

平成25年度

多賀城宿舎Ａ棟漏水
応急修繕

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年6月8日

トーエイライニ
ング（株）
宮城県仙台市
宮城野区岩切
字鴻巣南88番
地4

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

－ 62,370 － － c.

漏水箇所の応急修繕を
行うものであり、放置す
れば他の部屋に被害
が拡大するおそれがあ
ることから緊急に対応
することが必要である
ため。

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(16V20FX型)修理20
台等(追加)ふじ中央
揚陸機

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年6月8日

新潟原動機株
式会社
群馬県太田市
西新町125-1

会計法第29条の3第
4項

5,850,000 5,670,000 96.9% － e.

一般競争入札により新
潟原動機株式会社で施
工された「ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞ
ﾝ修理20台」の修理期
間中に不具合箇所を発
見し、同期間中に当該
不具合箇所を復旧しな
ければならず、急遽、
追加契約となったもの。

平成25年度

A重油購入(名瀬港)

支出負担行為担
当官
第五管区海上保
安本部長
石指雅啓
兵庫県神戸市中
央区波止場町1-
1

平成24年6月12日

有村商事(株)
鹿児島県奄美
市名瀬入舟町
8-21

会計法第29条の3第
4項

3,842,370 3,842,370 100.0% － c.

巡視船が業務のため那
覇港向け航行中に、業
務都合のため計画変更
し那覇に向かうのをや
め基地に帰ることとなっ
たが、燃料が不足する
ため緊急に燃料を補給
する必要が生じ、名瀬
港に入港し燃料を補給

平成25年度

銅山川流域肘折地区
緊急対策工事

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
新庄河川事務所
長
花岡正明
山形県新庄市小
田島町5-55

平成24年6月14日

沼田建設（株）
山形県新庄市
大字鳥越
1780-1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

85,711,500 85,627,500 99.9% － c.

本業務は、平成24年4
月10日に山形県最上
郡大蔵村肘折地内にお
いて発生した斜面崩壊
により、銅山川本川で
河道閉塞による堰上げ
現象が生じ、その後の
調査結果などからさら
なる崩壊の拡大、規模
の大きい土砂埋塞の発
生が予想されることか
ら、応急対策として渡河
施設の設置を行うもの
である。迅速な復旧を
図るため、東北地方整
備局長と東北建設協会
連合会長との間で締結
している「災害時におけ
る東北地方整備局所管
施設の災害応急対策
業務に関する協定書」
に基づき、左記業者と

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

台風4号排水支援業
務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
東北技術事務所
長
赤川正一
多賀城市桜木3-
6-1

平成24年6月19日

（株）ワイティ・
クリエーション
仙台市宮城野
区日の出町3-
8-19

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

3,052,350 3,045,000 99.8% － c.
本業務に対応できる唯
一の業者であるため

平成25年度

大蔵村肘折地区地す
べり性崩壊斜面地質
調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
新庄河川事務所
長
花岡正明
山形県新庄市小
田島町5-55

平成24年6月20日

奥山ボーリン
グ（株）
秋田県横手市
神明町10-39

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

27,898,500 26,775,000 96.0% － c.

本業務は、平成24年5
月13日に山形県最上
郡大蔵村大字南山地
内で発生した地すべり
性崩壊について、緊急
的に被害の実態把握を
する必要があるため、
崩壊斜面の地質調査、
地すべり調査及び総合
解析等を実施するもの
である。迅速な復旧を
図るため、東北地方整
備局長と東北地質調査
業協会理事長との間で
締結している「災害時
における東北地方整備
局所管施設の災害応
急対策業務に関する協
定書」に基づき、左記業
者と随意契約を締結し

平成25年度

灯油外購入

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
仙台河川国道事
務所長
桜田昌之
仙台市太白区郡
山五丁目6番6号

平成24年6月21日

宮城県石油商
業協同組合
仙台市青葉区
二日町12-6

会計法第29条の3第
5項及び予決令第99
条第18号

4,198,041 3,968,460 94.5% － e.

県内唯一の石油販売
業者をもって構成して
いる事業協同組合であ
るため

平成25年度
単価
契約
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ＮＯＳＥ　Ｌ／Ｇ　ＬＥＧ
1個特別整備

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年6月21日

ユーロコプター
ジャパン株式
会社
東京都港区六
本木6-10-1

会計法第29条の3第
4項

4,727,000 4,700,000 99.4% － c.

航空機の整備において
搭載されている航空機
用部品に交換が必要な
不具合が発見された。
当該部品の予備在庫
が無く通常修理には
数ヶ月要するため、エク
スチェンジ方式による
緊急修理により航空機
の稼動を確保する必要
がある。　今回のエクス
チェンジ方式による修
理に対応できる業者は
調査した結果、左記業
者のみであり緊急に随

平成25年度

北上川上流洪水状況
航空写真撮影業務

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
岩手河川国道事
務所長
髙橋公浩
岩手県盛岡市上
田四丁目2-2

平成24年6月22日

（株）写真企画
宮城県仙台市
太白区富沢南
一丁目19-2

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,585,500 1,575,000 99.3% － c.

平成24年5月2日の出
水時に、管内の堤防等
の状況を把握するため
緊急に行った。前年度
に同様の業務を受注し
熟知していたため。

平成25年度

巡視艇定期修理(24-
Ｎｏ．1)追加修理

支出負担行為担
当官
第八管区海上保
安本部長
河原功
京都府舞鶴市字
下福井901

平成24年6月22日

株式会社和田
造船
京都府舞鶴市
字和田295-1

会計法第29条の3第
4項

3,255,000 3,129,000 96.1% － e.

巡視艇定期修理(24－
Ｎｏ．1)追加修理は、一
般競争入札により株式
会社和田造船所で施工
された「巡視艇定期修
理(24－Ｎｏ．1)」に追加
修理が必要となったも
ので、同修理期間中に
追加修理を完了させる
必要があり、本修理契
約業者以外の者に請け
負わせることは不利で

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
(MTU12V396型)修理2
台等(追加)

支出負担行為担
当官
第三管区海上保
安本部長
三木基実
神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成24年6月25日

富永物産株式
会社
東京都中央区
日本橋本町3
丁目6番2号

会計法第29条の3第
4項

6,811,999 6,753,600 99.1% － e.

一般競争入札により富
永物産株式会社で施工
された「ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ
修理2台」の修理期間
中に不具合箇所を発見
し、同期間中に当該不
具合箇所を復旧しなけ
ればならず、急遽、追
加契約となったもの。

平成25年度

仙台航空基地庁舎そ
の他設計その2業務

支出負担行為担
当官
東北地方整備局
長
徳山日出男
宮城県仙台市青
葉区二日町9-15

平成24年6月26日

(株)ＩＮＡ新建築
研究所東北支
店
宮城県仙台市
若林区新寺1-
2-26

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

6,772,500 6,720,000 99.2% － e.

本業務は、宮城県岩沼
市に所在する仙台航空
基地の施設整備にあ
たって、工事請負業者
等への設計意図の伝
達を行う業務であり、本
業務に先立ち実施され
た原設計と密接不可分
の業務である。本業務
の履行にあたっては、
意図伝達の対象となる
原設計に対して、設計
内容を熟知しているとと
もに、使用材料等の詳
細な設計情報に精通し
ていることが必要であ
ることから、プロポーザ
ル方式により選定され
た原設計の実施者であ
り、原設計に関して、設
計図書では完全に表現
できない性質の情報を
含め、設計内容を熟知
し、詳細な設計情報に
精通している左記業者

平成25年度

水辺の安全教室運営

分任支出負担行
為担当官
中国地方整備局
太田川河川事務
所長
宮川勇二
広島市中区八丁
堀3-20

平成24年6月26日

特定非営利活
動法人川に学
ぶ体験活動協
議会
東京都台東区
谷中3-6-16

会計法第29条の3第
4項

1,963,500 1,932,000 98.4% － c.

緊急の必要により競争
に付することができな
い契約であって、次年
度は競争性のある契約
（企画競争）へ移行する

平成25年度



58/59

（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

デジタル複写機（75枚
機）14台他4点の賃貸
借及び保守（再リー
ス）

花角英世
大阪航空局
大阪府大阪市中
央区大手前4-1-
76

平成24年6月26日

富士ゼロックス
（株）
大阪府大阪市
中央区瓦町３
－６－５

会計法第29条の3第
4項

7,352,024 7,251,948 98.6% － d.

これまで使用していた
複写機等の賃貸借契
約(平成20年度から平
成24年度までの複数年
契約)が平成24年6月30
日にリース期間が完了
するため、新たな賃貸
借契約を締結するため
の入札を実施したとこ
ろ、入札が不調となった
ため、これまでの賃貸
借契約で使用していた
複写機等を平成25年3
月まで再リースすること
を条件として左記相手
方との賃貸借契約を随
意契約により締結した

平成25年度
単価
契約

電子複写機賃貸借及
び保守（再リース）

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
青森河川国道事
務所長
盛谷明弘
青森県青森市中
央三丁目20番38
号

平成24年6月28日

リコージャパン
（株）東北営業
本部青森支社
LA営業部
青森市第二問
屋町3丁目5番
37号

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

－ 6,725,460 － － a.

集約化により一般競争
契約を行う予定であり、
それまでは再リースに
よる対応の必要がある
ため。

平成24年度

摺上川ダム上水道取
水設備緊急修繕

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
摺上川ダム管理
所長
菊地厚
福島市飯坂町茂
庭字蝉狩野山25

平成24年6月28日

（株）ＩＨＩインフ
ラ建設
東京都江東区
東陽七丁目1-
1

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号緊急
の必要により競争に
付することが出来な
い場合

16,275,000 16,065,000 98.7% － c.

ダム管理施設の損傷や
送水不能となる事態を
防止するため、緊急に
契約する必要があった
ため。

平成25年度
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（単位:円）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

移行予定年限 備　　考移行困難な事由

ＡＴＴＩＴＵＤＥ　ＨＥＡＤＩ
ＮＧ　ＣＯＭＰＵＴＥＲ
2個ほか1点特別整備

支出負担行為担
当官
海上保安庁次長
桝野龍二
東京都千代田区
霞が関2-1-3

平成24年6月28日

株式会社ＪＡＬ
ＵＸ
東京都品川区
東品川3-32-
42ISビル

会計法第29条の3第
4項

4,643,000 4,604,276 99.2% － c.

航空機の整備において
搭載されている航空機
用部品に交換が必要な
不具合が発見された。
当該部品の予備在庫
が無く通常修理には
数ヶ月要するため、エク
スチェンジ方式による
緊急修理により航空機
の稼動を確保する必要
がある。　今回のエクス
チェンジ方式による修
理に対応できる業者は
調査した結果、左記業
者のみであり緊急に随

平成25年度

北上川被災状況調査

分任支出負担行
為担当官
東北地方整備局
北上川下流河川
事務所長
佐藤克英
宮城県石巻市蛇
田字新下沼80

平成24年6月29日

（株）西條設計
コンサルタント
宮城県石巻市
桃生町中津山
字内八木111-
3

会計法第29条の3第
4項及び予決令第
102条の4第3号契約
の性質又は目的が
競争を許さない場合

1,428,000 1,417,500 99.3% － c.

本業務は、平成24年5
月3日低気圧による大
雨に伴う出水により被
災した北上川水系旧北
上川の被災状況調査を
実施するものであり、迅
速な対応を要すること
から、東北地方整備局
長と東北測量設計協会
が締結した「災害時に
おける東北地方整備局
所管施設の災害応急
対策業務に関する協
定」に基づき、左記業者
と随意契約を締結した

平成25年度

４．「移行予定年限」欄は、平成25年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成25年度）を記載すること。

３．「移行困難な事由」欄は、「平成24年度国土交通省調達改善計画」に基づく調達改善の推進について（平成24年4月2日付事務連絡）による「再検討の結果、平成24年度に競争性のある契約に移行できなかった事

〔記載要領〕
１．本表は、平成24年度に締結した契約のうち、平成25年度以降に競争性のある契約への移行予定のものについて、当該契約ごとに記載すること。
２．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。


